
 

 

 

大町市八坂ふるさと体験館の指定管理者（管理運営を実施する団体）が行う業務の

内容、その範囲及び履行方法については、関係法令等によるほか、この仕様書による。 

 

１ 指定の期間 

 令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とする。 

※指定の期間は、市議会の議決を経て正式に決定する。 

※指定後であっても、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認められ

る場合には、その指定を取り消し又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命ず

ることがある。（地方自治法第 244条の２第 11項） 

 

２ 施設の設置目的 

 体験館は、住民等がそば打ち、灰焼きおやき及び陶芸等の地区固有の伝統文化の継

承及び発展のため、「ふるさと体験事業」を実施する施設としての貸館的機能と指定

管理者が自主的に主催する各種体験事業や地域の産業振興に資する事業を実施する

ことを目的として設置された施設である。 

 これまでの運営実績では、利用者の要望に応じた、そば打ち、灰焼きおやき及び陶

芸等の体験実習といった自主事業を計画したり、地域のイベントへの協力を行ったり

している。また、地域内住民による陶芸活動の拠点として活用される施設である。民

間事業者等の経営努力や創意工夫により、利用者数の一層の増進を図り、より効果的

な運営が期待できる施設である。 

 

３ 施設の概要 

 名 称     大町市八坂ふるさと体験館 

 所在地     大町市八坂１１３５番地 

 開設年月    平成８年６月 

建物の構造   建築構造  木造、平屋建て 

         敷地面積  ３６６．０２㎡ 

         延床面積  ２９８．１１㎡ 

 土地の所有者  大町市 

 

４ 施設の内容 

陶芸体験コーナー 

そば打ち体験コーナー 

灰焼きおやき体験コーナー 

休憩室（食事処） 

厨房、便所、倉庫 

 

５ 施設の開館時間等 

開館時間  午前８時３０分～午後９時３０分 

休 館 日  毎週月曜日 

大町市八坂ふるさと体験館指定管理者業務仕様書 



利用料金  体験コーナー  １，７００円／４時間 

       陶芸電気釜   ５，１００円／素焼 

               ６，１２０円／本焼 

       休憩室     ５，３２０円／４時間 

 

※開館時間の延長や休館日を減らすことについては、積極的に提案のこと。 

※利用料金は、令和８年４月１日改定予定の金額であり、条例に規定する額の 

範囲内において、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとする。 

 

６ 施設の管理運営方針 

  指定管理者は、施設の設置目的を踏まえ次の基本方針に基づいて施設の管理運営

を行うこと。 

（１）創意工夫に基づいた管理運営により、質の高いサービスを利用者に提供すると

ともに、利用者が世代を越えて交流のできる、地域に根ざした施設となること

を目指すこと。 

（２）八坂地域の伝統であるそば打ち、灰焼きおやきなどのふるさと体験事業を実施

し、利用者の平等な利用を確保すること。 

（３）地域住民や利用者の意見・要望を適切に管理運営に反映し、サービス向上に努

めること。 

（４）公の施設であることを念頭におき、管理意識を持って運営を行うとともに、 

費用対効果の高い効率的・効果的な管理運営に努めること。 

（５）情報公開及び個人情報保護の徹底を図ること。 

（６）広報・宣伝活動に力を注ぎ、ふるさと体験事業の利用者の拡充に努めること。 

 

 

７ 施設の維持管理方針 

（１）施設や設備は、その機能と特性を十分に把握したうえで、全ての施設を清潔に

保ち、かつ、その機能を正常に保持するとともに、次年度の運営を視野に入れて、

適正な維持管理と必要に応じた保守点検を行うこと。 

（２）指定管理者は、施設の運営開始時から事業期間終了までの間、施設の利用者が

安全かつ快適に利用できるよう、本施設の機能及び性能を正常に発揮できる適正

な状態を維持することを目的とし、以下の基本方針に基づいて施設の維持管理を

行うこと。 

ア 関係法令等を遵守すること。 

  イ 施設が有する機能、性能等を保つこと。 

 ウ 創意工夫やノウハウを活用し、合理的かつ効果的な施設の維持管理に努める

こと。 

 エ 受動喫煙防止等、施設の環境を安全、快適かつ衛生的に保つよう努めること。 

 オ 物理的劣化等による危険・障害等の発生を未然に防止すること。 

 

８ 開館期間中の運営方針 



（１）利用者の安全対策を第一に運営すること。 

（２）利用者に対応する時は、明るい笑顔で挨拶し、親切、丁寧な対応を心がけるよ

うに努めること。 

（３）利用者のニーズを常に把握し、管理運営に反映するように努めること。 

（４）施設内を清潔に保つとともに、光熱水費の削減に努めること。 

 

９ 法令等の遵守 

（１）次の関係法令等を遵守し、施設の設置目的に沿った管理運営を行うこと。 

ア 地方自治法、地方自治法施行令ほか行政関連法規 

イ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規 

ウ 雇用保険法、労働者災害補償保険法、労働保険徴収法ほかその他雇用に関す 

 る労働保険関係法規 

エ 健康保険法、厚生年金保険法その他社会保険関係法規 

オ 大町市個人情報保護条例及び同施行規則 

カ 大町市八坂ふるさと体験館設置及び管理に関する条例及び同施行規則 

キ 水質汚濁防止法 

ク 消防法及び同施行規則 

ケ 食品衛生法及び食品衛生関係法規 

 

（２）上記のほか、体験館の運営に関係する諸法令の遵守が求められる。 

   なお、施設管理に当たっては、危機管理マニュアル、個人情報取り扱いに関す 

るマニュアルを整備すること。 

 

10 指定管理者が行う主な業務の範囲 

（１）施設の管理及び運営に関すること 

ア 営業に係る許可申請に関すること 

   （ア）食品営業法に基づく食品営業許可申請    

イ 従業員の配置等に関すること 

   （ア）施設管理責任者１名を配置すること。 

   （イ）業務遂行に当たり適宜必要な従業員を配置すること。 

   （ウ）従業員の勤務形態は、施設の運営に支障がないように定めること。 

   （エ）従業員に対して、施設の管理運営に必要な研修を実施すること。 

   （オ）安全な管理運営を行うに当たり、業務内容に応じ必要な知識・資格を有

する者を配置すること。 

   （カ）従業員の雇用に際し、地元雇用に配慮すること。 

ウ ふるさと体験事業の実施 

指定管理者は、市長と協議のうえ、八坂地域の伝統あるそば打ち、灰焼きお

やき作りなどのふるさと体験事業を実施することとする。事業実施に当たり、

料金や実施時期については市長と協議のうえ定めることとし、下記に記載する

項目は指定管理者が行うものとする。 

（ア） ふるさと体験事業の実施に係る法令等の許可を得ること 

（イ） 講師及び資機材の確保並びに運営 

（ウ） 施設内での食中毒並びに怪我に対応した損害補償保険への加入 



（エ） その他ふるさと体験事業実施に必要な事項 

エ 施設の利用に関すること 

（ア）施設の利用申請を受付け、その申請に対して利用許可を行うこと。なお、

利用許可申請などの申請に係る事務処理日数は、概ね１日とすること。 

（イ）利用申請時には、利用者からの相談を受付け、必要な指導・助言を行う

こと。なお、目的外利用等、疑義の生じる相談があった際には、市と協議

を行うこと。 

（ウ）利用者から、利用料金を徴収すること。徴収方法は前納とする。 

（エ）利用者数や徴収した利用料金等について、報告書を作成すること。書式・

記載内容は協定において定めることとする。 

（オ）誘客等を目的とした営業活動、増収計画及び施設利用計画等を立案実施 

すること。 

オ 自主事業の運営について 

指定管理者は、施設の設置目的を効果的に達成するため、本施設を活用し自

主事業を実施することができる。なお、提案した自主事業については、速やか

に市の承認を受け実施すること。 

   （ア）自主事業とは、指定管理者が施設内において教室や講座などを開催し、

大町市八坂ふるさと体験館設置条例に定めない利用料等の料金を入場者

から徴収するなどして収入を得る事業をいう。 

   （イ）自主事業の可否は、施設の設置目的に照らして判断することとなるが、

設置目的を踏まえて相応しくないと判断される事業の場合は、実施を承認

しないことがある。 

   （ウ）自主事業が、本来業務（指定管理業務）に支障を与えていると判断され

る場合は、自主事業の改善、中止等を命ずる場合がある。 

   （エ）実施計画で提案する自主事業の実施が認められない場合、申請そのもの

を辞退する可能性がある法人等は、必ずその旨を実施計画書に明示するこ

と。 

カ 保険の加入について 

   （ア）食中毒の発生に備え損害賠償保険に加入すること。  

 （イ）送迎用車両については、任意保険に加入すること。 

   （ウ）施設内でのけがに対応する施設損害賠償保険に加入すること。 

   （エ）市有備品以外の備品に対する火災保険に加入すること。 

  キ 市との運営協議   

    指定管理者は、施設の運営に関して、必要に応じて市と運営協議を行うこと

とする。 

  ク 急病等への対応 

    指定管理者は、施設利用者の急な病気・けが等に対応できるよう、簡易な薬

品、資材等の用意を行うこと。また、急病人発生の対応マニュアルを整備し、

職員に周知する等緊急時の対応について十分な対策を講じること。 

  ケ 非常時の対応 

    指定管理者は、自然災害、人為災害、事故等のあらゆる非常事態に備え、あ

らかじめ緊急連絡体制及び対応マニュアルを整備するとともに、災害時に必要



な最低限の資機材等の用意を行うこと。また、避難・救出その他非常時に必要

な訓練を定期的に実施し、職員を指導すること。 

  コ 防火管理 

指定管理者は、防火管理者を配置し、その者の氏名を報告するとともに、安

全管理に充分に配慮して、利用者及び職員の安全確保と財産の保全に努めるこ

と。 

（２）施設及び設備の維持管理に関すること 

ア 保守管理業務 

（ア）仕上材の浮き、ひび割れ、はがれ、かび等の発生がない状態を維持し、

かつ、美観を維持すること。 

（イ）建築設備（給排水設備、空調設備、電気設備、昇降機設備等）は、日常

点検、法定点検、定期点検等を行い、所期の性能を維持すること。 

給排水設備： 年１回以上  

      空調設備 ： 年１回以上 

      電気設備 ： 年１回以上 

  イ 清掃業務 

    施設の快適な環境を保つため、清掃業務を適切に行うこと。 

    床、壁、扉、ガラス、鏡、備品、照明器具、衛生機器、施設周辺等につい 

    て、場所ごとに日常清掃、定期清掃を組合せ、環境整備に努める。 

  ウ 設備・備品管理業務 

   （ア）施設内備品の保守管理 

施設の運営に支障をきたさないよう、備品の適正な管理を行うこと。 

     市が作成する物品管理簿の管理を行うこと。 

     破損、不具合の生じた時には速やかに市に報告を行うこと。 

   （イ）消耗品 

     施設の運営に支障をきたさないよう、必要な消耗品を適宜購入し、管理を

行うこと。 

   （ウ）事務備品 

     施設の運営に支障をきたさないよう、事務備品の適正な管理を行うこと。 

市が作成する物品管理簿の管理を行うこと。 

破損、不具合等が発生した時には、速やかに市へ報告すること。 

   （エ）新規備品の購入 

    ・新たに配置する備品について 

     市が設置するもの以外で、指定管理者が購入する備品がある場合は、市と

協議し、必要と認められる場合は、指定管理料での購入とする。また、指

定管理者が自主事業やサービスの向上のため、自らの負担と責任で購入す

る場合も、市と協議をするものとする。 

    ・備品の帰属 

     備品の帰属は、指定管理料で購入した備品については、市に帰属し、その

他については指定管理者に帰属する。 

    ・備品の購入の協議、報告 

     指定管理者が備品を購入する場合は、事前に市と協議し、備品の必要性や

帰属等を確認し管理を行うこと。また、備品の廃棄等の異動が生じた場合



は市へ報告すること。 

    ・備品台帳の整備 

     市に帰属する備品の管理は、大町市財務規則（昭和 55 年規則第 2 号）に

準拠し、同行規則に定められた物品出納簿に準じた帳簿を備え、適切に管

理すること。また、指定管理者に帰属する備品についても上記に準じて、

市の求めに応じて提出できるよう整備すること。 

（３）その他業務 

 ア 事業計画書及び収支予算書の作成及び提出 

 イ 事業報告書の作成及び提出 

 ウ 月報及び四半期総括書の作成及び提出 

エ 関係機関との連絡調整 

 

11 利用料金の考え方 

（１）施設の利用料金は、指定管理者の収入として取扱う。 

  ア 指定管理者は、大町市と利用料金額の設定に係る協議を行い、条例の範囲内

で利用料金額を決定する。なお、施設の有効利用、利用促進、利便性の向上等

を考慮し、事前に協議の上、利用料減免の基準を設定することができる。 

  イ 利用料金は消費税が課税となることから、消費税込みの額となる。また、入 

湯税は宿泊者と宴会利用者が課税対象となる。 

（２）指定管理者が実施する自主事業（教室・講座）の収入は、指定管理者の収入と 

する。教室・講座が実施できる時間帯についての詳細は、事業計画書（様式第２

号）に基づき協定で定め、教室・講座の参加料には、使用する施設の使用料を含

む。 

（３）適格請求書等保存方式（インボイス制度）に対応すること。 

 

12 指定管理料 

（１）初年度予定額を、３５０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）以内とす

る。ただし、当該金額は、令和７年８月７日現在の予定額であり、消費税率の改

定に伴う差額が生じた場合や最低賃金制度の改正に伴う人件費の急激な上昇等

により、指定管理料の見直しが必要となった場合は、指定管理者の提案等に基づ

き、市と指定管理者が協議の上、別途締結する年度協定において定めるものとす

る。 

（２）指定管理料の支払方法 

  会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）を基準として、四半期毎に指定管

理者の請求に基づき支払う。 

 

13 管理経費等 

（１）指定管理者は、自身の団体等と独立した会計帳簿類及び経理規定を設けるとと 

  もに、収入及び経費については、団体自身の口座とは別の口座で管理すること。 

   また、他の「公の施設」の指定も受ける場合、他の「公の施設」の管理口座と

は別の口座で管理する必要がある。 

（２）指定管理者が実施する自主事業（教室・講座）の収入は、指定管理者の収入と

する。 



（３）指定管理者は、当該年度の市からの指定管理料を含めた決算において利益が生 

  じた場合、次の算式により算出された額を納付するものとする。ただし、千円未

満の端数がある時は切り捨てる。 

    納付額 ＝ 税引前当期純利益 × ２０％ 

 

14 管理運営状況に関する実地調査及び経理調査 

 施設が、指定管理者により適正に運営されているかどうかを確認するため、市は定

期的及び随時に業務報告を求め実地調査を実施する。また、大町市指定管理者評価委

員会においても業務報告を求め実地調査を実施する。指定管理者は、市や評価委員会

が指定する報告書を提出する必要があり、運営状況が適正でないと認められる場合は、

市は指定管理者に対して指導を行う。 

 

15 再委託の禁止 

 業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。管理運営上、 

委託を行う業務については、大町市公の施設の指定管理者の指定等に関する条例施行

規則（以下「規則」という。）第２条関係の事業計画書（様式第２号）にその旨を記載

するとともに、収支予算書（様式第３号）に必要な委託料の経費を計上すること。 

 

16 年度評価と総合評価 

サービス水準の確保と適正な管理運営の確保ため、「施設の運営」、「危機管理体制、

平等利用等」、「施設の管理経費」の３つの視点で年度評価、総合評価を行う。年度評

価については、事業報告書提出の際に提出すること。また、総合評価は最終年度の途

中で提出することとなる。どちらの評価も所管課が行う所管課評価と指定管理者が行

う指定管理者評価がある。 



17 指定管理者と大町市の責任分担（案） 

種 類 内      容 

負担者 

市

（甲） 

指定管
理者
（乙） 

管理運営方針 
条例等に関する事項 ○  

基本方針  ○ 

管理運営 仕様書 10指定管理者が行う主な業務の範囲  ○ 

施設管理者によ
る事業変更 

施設管理者（市）に起因する行政事由から、管
理業務の継続に支障が生じた場合又は業務内
容の変更を余儀なくされた場合の経費及びそ
の後の維持管理経費における当該事情による
増加経費 

○  

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理を行う者に影響を及ぼす法令変更  ○ 

管理経費 

物品費等物価変動に伴う経費の増 
（急激な変動があった場合は協議） 

 ○ 

金利の変動に伴う経費の増  ○ 

一般的な税制変更  ○ 

必要な消耗品の購入  ○ 

備品の購入・管理  ○ 

指定管理料で購入した備品の帰属 ○  

自主事業やサービス向上のために購入した備
品の帰属（指定管理料以外での購入） 

 ○ 

施設・設備の修

繕・改修等 

躯体・設備：経年劣化によるもの 
（１件１万円未満） 

 ○ 

躯体・設備：経年劣化によるもの 
（１件１万円以上） 

○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定
できないもののうち、市が付保する保険の対象
とならないもの（１件１万円未満） 

 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定
できないもののうち、市が付保する保険の対象
とならないもの（１件１万円以上） 

○  

不可抗力により発生した甲の損害、損失及び増
加費用 

○  

不可抗力により発生した乙の損害、損失及び増
加費用 

 ○ 

乙の管理責任によらない重大な欠陥が発生し
た場合 

○  

 



種 類 内      容 

負担者 

市

（甲） 

指定管
理者
（乙） 

備品の修繕 

市に帰属する 

１件当たりの修繕費用が（１万円未満）のもの 
 ○ 

市に帰属する 

１件当たりの修繕費用が（１万円以上）のもの 
○  

上記以外の修繕費用 

（指定管理者に帰属する場合等） 
 ○ 

施設の法的管理

(占用、行為許可) 

受付、書類交付事務  ○ 

許可 ○  

事故対応等 

苦情対応  ○ 

事故対応  ○ 

災害復旧 ○  

セキュリティー 警備不備による情報漏洩、犯罪発生等  ○ 

各種保険 

火災保険 
指定管理者財産  ○ 

市有財産 ○  

賠償保険 
施設の瑕疵が原因の事故 ○  

その他  ○ 

事業終了時 

の費用 

指定管理業務の期間が終了した場合又は期間
中に業務を廃止した場合における指定管理者
の撤収費用 

 ○ 

包括的管理責任  ○  

不可抗力等に起

因するもの 

地震、落雷、暴風雨、洪水、土砂崩壊、暴動、

感染症等、市又は指定管理者のいずれの責めに

も帰することができない自然的又は人為的な

現象に起因する施設・設備の復旧費用及び管理

運営が正常に履行できない場合の損失 

協議 

 ※施設の修繕、改修等の費用には消費税及び地方消費税を含むものとする。 

 ※本表に定める事項で疑義がある場合又は本表に定めのないものについては、市と

指定管理者が協議して決定する。 

  



18 指定管理者の管理に付する施設及び備品 

（１）建物 

 住 所 大町市八坂１１３５番地 

 施設名 大町市八坂ふるさと体験館 

 構 造 木造、平屋建て 

 面 積 298.11㎡ 

 

（２）設備・備品 

設備・備品名 規   格 数量 取得価格 取得年月日 

陶芸用電気窯 MR-15FES2-RF 1 1,634,000 H8 .6.18 

陶芸室用作業机 900×1,800×760 6 942,000 H8 .6.18 

陶芸室用作業イス 300×300×450 24 144,000 H8 .6.18 

電話台 450×400×700 1 17,000 H8 .6.18 

ロッカー３人用 コクヨLK-3M 1 34,800 H8 .7.16 

木製食器棚 パモウナKM-850 1 46,600 H8 .7.16 

家具調コタツ 4点セット 1 59,280 H8 .7.16 

業務用掃除機 日立CV-PF40WD 1 55,700 H8 .7.16 

テレビ（ビデオ付） 東芝26型 25BS21 1 75,000 H8 .7.16 

座卓 コクヨ KTL31T 12 240,000 H8 .7.16 

掃除用具入れ コクヨ CLK-235M 1 20,000 H8 .7.16 

冷凍冷蔵庫 ホシザキ HRF-180Z3 1 535,000 H8 .7.16 

ついたて 高尾1,200×3,000×9,000 2 48,640 H8 .7.16 

座卓 丸勝 900×900 1 24,000 H8 .7.16 

スチール棚 RF-36YN RFC36YN 3 164,800 H8 .7.16 

のし板セット 
のし板、こね鉢、包丁、 

まな板、こま板、ｺﾞﾑﾏｯﾄ 
15 433,677 

H8 .7.16 

H13 1.12 

電気釜 象印 NS-EC18 1 14,760 H8 .7.16 

打ち台用立ち台  15 90,000 H14.3.28 

真空包装機 TOSEI V-280A 1 340,000 H29.11.30 

ファンヒーター ダイニチFM-197F(H) 1 48,200 H30.5.14 

 

  



19 協定の締結 

（１）市と指定管理者は協定を締結しなければならない。 

（２）協定については、指定期間全体に共通する事項を定める「基本協定」と、年度 

ごとの事業内容等を定める「年度協定」の２段階の協定を締結する。 

（３）協定書の解釈について疑義が生じた場合又は協定に定めのない事項（自然災害

等不測の事態の発生など）が生じた場合は、大町市と指定管理者は誠意を持って

協議する。 

 

20 提出書類 

令和７年９月１０日(水)までに次の書類を市長に提出すること。 

（１）指定申請書 様式第１号（規則第２条関係） 

（２）体験館の事業計画書 様式第２号（規則第２条関係） 

（３）体験館の指定管理期間における収支予算書 様式第３号（規則第２条関係） 

なお、様式２号及び様式第３号の要件を満たす独自の事業計画及び収支予算書 

  を作成して提出しても差し支えない。 

（４）定款又は寄附行為の写し及び登記簿謄本（法人以外の団体にあっては、会則等） 

（５）法人の経営状況を示す書類（ウ以外は直近２事業年度分） 

  ア 貸借対照表及び損益計算書又はこれに類する書類（法人以外の団体にあって

は、団体の収支決算書） 

イ 財産目録、事業報告書 

ウ 当該事業年度の法人の事業計画書、収支予算書 

（６）納税証明書（直近２事業年度分） 

ア 法人税、消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明書 

（国税通則法施行規則別紙９号書式その３の３） 

イ 団体等所在地の県税（法人事業税、法人県民税）に係る納税証明書 

ウ 団体等所在地の市税（法人市民税、固定資産税及び都市計画税）に係る納税 

 証明書  ※納税義務がない場合は申立書 

（７）労働保険に係る次の書類（直近の年度分） 

  ア 労働保険料等納入通知書の写し又は労働保険概算・増加概算確定保険料申告

書の写し 

  イ 労働保険料等領収書の写し又は領収済通知書の写し    

（８）健康保険・厚生年金保険に係る次の書類（直近３か月分） 

  ア 保険料納入告知額・領収済額通知書の写し 

※加入の必要がなく、（７）、（８）のいずれかの領収書の写しが提出できない場合は

申立書 

（９）同種の施設の指定管理を行っている場合には、その内容がわかる資料 

（10）前記の提出書類のうち、該当しないものがある場合は、該当のない提出書類の

名称と該当のない理由を記載した書類（任意様式）を提出すること。 


